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１

日本政府 取 組の り み
を として

環境省総合環境政策局環境経済課課長補佐

沢 味 健 司

政府 環境会計 関 取組 環境

省 中心 概要 紹介 。

、環境会計 取 組 背景 紹介

。日本 環境問題 、大 期 分

。第 期 、昭和 年代中

昭和 年 、産業型公害 発生 、経

済的 高度成長期 時代 、

病 水俣病 問題 。

第 期 、昭和 年 昭和 年代 、廃

棄物等 問題 ー 、都市生活

型公害 顕在化 時代 。

経済的 安定成長期 次第 移行 時

期 。第 期 昭和 年代 現在 至

時期 、 環境問題 複雑多様化 、

規模 地球規模 、非常 問

題 解決 困難 時代 。

大 環境問題 流 中 、政府 、

政策 組 合 対処

。

第 期、産業型公害 顕著 時期 、

特定 原因物質 規制 直接規制的

手法 主 。 、次第

複雑多様化 都市生活型 問題

対 、枠 規制 手法

。 、一 一

原因物質 直接的 規制 方 、

企業 負担 行政 負担 非常 大

。

今日的 環境問題 、環境税、 ー

購入 経済的手法 検討

。現在 、 手法

組 合 、最 効果 政策

（ ー ）

政府 考 方 。 ー

ー 重要 自主的手法

。 、 主体 方々 、自

主的 環境問題 取 組 手

法 。

自主的 取組 、 主体 行動 変化

意味 、複雑多様化 、 影響

広範 今日的 環境問題 対 、非

常 有効 認識 。

自主的手法 、何

、事業者 方々 当然

思 、取組 補助・促進

手続的手法、 情報的手法 開発

。

情報的手法 、様々 利害関係者

事業者 製品等 評価 、選択 、

環境情報 開示 進 、 結果、

事業者 環境配慮行動 促進 手法 。

製品 ー 例 、環境 、

。企

業 ー 例 、環境報告書、環境会計、

環境 ー 指標 推進

。 政府 取 組 場合 環境

会計 、単独 関連 手法 組 合

ー 化 進 。

企業 方 取 組 場合 、環境

整備 基本 。 内

部管理 中 目標 環境負荷 測 、

環境 ー 指標 選択 、現在

としての に する について

を とした についてご します

まず に り む をご しま

す の は きく に けてと

らえられます は ごろか

ら にかけて が し

には にあった で イタイイ

タイ や などが になっておりました

は から ですが

の がクロ ズアップされ

が してきた といわれています

には に に してきた

です が から に るま

での で さらに が し

またその も になるなど に

の が になってきた です こうし

た きな の れの で としては

いろいろな を み わせて していこう

としております

が であった には

の を するといった

が にとられておりました しかし

に してきた のゴミ な

どに しては で しようとする がと

られるようになりました なぜなら つ つ

の を に するというやり は

の も の も に きなものと

ならざるをえないからです

さらに な には グリ

ン などの も されるようになっ

てきております では これらの をい

ろいろ み わせて も のある をとっ

ていこう ベストポリシ ミックス というの

が の え です またポリシ ミックスの

ベ スとなる なものに がありま

す これは まさにあらゆる の が

に に り んでいっていただく

です

な は あらゆる の を

させるという で し かつ

が にわたる な に して

に であると しております こうした

については をやっていいかわか

らないと の も いらっしゃると

われますので を するような

ないしは を してき

ております

というのは な が

や を して できるように

の を めることであり その

の を させる です

ベ スの としては ラベリング ラ

イフサイクルアセスメントなどがあります

ベ スの としては

パフォ マンス などを していると

ころです ですから で り む の

は ではなく する を み わ

せてパッケ ジ して めているところです

の が り む には マネジメ

ントシステムの が にあります その

の で となる を るため

パフォ マンス を しますが

１．環境会計 政策的位置の づけ

① 環境問題 変遷

② 環境会計 政策的位置

の

の づけ
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発 　 �行 �　 �者 �　　　　　タ　イ　ト　ル　　　　　　　�－時　期　�
環境省�　�　　　　　�環境会計ガイドブック2002年版�　　－０２／３月�
　　　　　� 　　　～環境会計ガイドライン2002年版の理解のために～�
　�
経済産業省� 　�　�環�境管理会計ワークブック　　�　�　－０２／６月　�
　　　　　　　　　　　�

社団法人　　　　　　食品製造業のための環境会計マニュアル�
食品需給研究センター　ファースト・ステップ・ガイド　�－�０１／３月�
　　　　　　　　　　　�
財団法人　　　　　　食品流通業のための環境会計マニュアル�
食品産業センター　　　ファースト・ステップ・ガイド　�－�０２／３月�
　　　　　　　　　　　�
財団法人　　　　　　環境会計実務�の現状と課題　　　�　－０２／９月�
地球環境戦略研究機関　�：�環境会計導入企業へのアンケートを通じて�
　　　　　　　　　　　�
郵政研究所� 　�　　郵政事業環境会計に関する調査研究�－００／８月�
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環境 ー 指標 改訂

中 、 実施

。

事業者 何 環境問題 選 出 、問題

解決 指標 選択 後、 ー

収集・分析 、企業内部 自己評価

用 、環境報告書 記載 外部向

情報 開示 。環境会計

、 面 財務的 会計 環境問題

結 付 手法 、発展

。

環境会計 、内部 利用

、環境報告書等 掲載 外部 公表

、 方法 考 。

、本来的 機能 、内部機能

外部機能 認識 。

内部機能 、企業 経営管理 役立

機能 。経営者、従業員 含 、内部

方 情報 受 手 。

一方、社会 ー 図 機

能 。 ー 、企業

環境保全活動 対 取組 信頼

、 取組 積極的 評価

、一種 説明責任 果 意味 、

様々 考 方 思 。日本

社会 ー 図 機

能 外部機能 重視 、現在 、発

展 。環境省 、内部的

機能 外部的 機能 発展

重要 考 。

環境会計情報 推移 ー 、 部 部上場

企業 、従業員 人以上 非上場企業 対象

、直近 集計 、環境会計

情報 公表 企業 社 。 他、

内部的 利用 企業 含 社 、

近年中 導入予定 企業 社

、我 国 環境会計実施企業 規模

社時代 考

。

普及 背景 、政府 後押

寄与 自負 。例 環境

基本計画 規制改革推進 年計画、環境白書

一層 普及 図 旨 謳 、

継続的 事業者 取組 促進 意思 明

。

政府関連 取組 紹介 。環境省

策定・公表 広 普及

。 外部公表 想定

、同時 内部利用目的 研究

、様々 企業 公認会計士 方 研

究 行 。 他、農林水産省 食

品業界向 発行 、経済

産業省 、中嶌先生 國部先生 中心

、内部活用手法 研究調査

。

政府 政府関係機関 発行 公表

物 一覧 図 通 、 動

民間 業種 、

業界団体等 研究成果 公表 例

。

次 環境省 、総合的

策定 至 経緯 、最初 年

検討 始 。当時 日本

「環境会計」 言葉 、 知

時期 。 後、 年

策定 、 年版 改訂 至

。 間、我 国 先進的 企業 中心

企業実務研究会 開催 、 、日本公認会

パフォ マンス のガイドラインを

で パブリックコメントも しているとこ

ろです

は らかの を び し

を するための を した そのデ

タを し で のため

に いたり に して けの

として することができます

は コストの では な と と

を び ける として してきておりま

す

についても だけで するも

のと に して に する

ものと つの があると えております

すなわち な としては と

の つがあると しています まず

については の に つ

であります も め

の が の け となるわけです

とのコミュニケ ションを る

があります コミュニケ ションにも

の に する を していただ

くとか その を に していただく

とか の を たすという など

な え があろうかと います では

そうした とのコミュニケ ションを る

である が されて まで

してきています としては な

と な とがバランスよく して

いくことが であると えております

の デ タは

と の を

にしておりますが の では

を している が です この

に する を めると となり

さらに に という が あ

りますので が の の

はまもなく になっていくものと

えております

このような の には の しも

していると しております えば

や か

において の を る が われており

に の を していく を

らかにしているところです

の をご します では

ガイドラインを しており く し

ております ガイドラインでは を

しておりますが に の を

するために な や の と

を っております その も

けのマニュアルを しており

でも や が になら

れて のための をまとめ

ております

および が している

の は の りですが このような き

は の レベルにおいてもなされており

でも を している があ

ります

に において なガイドライン

を するに った ですが は

ごろから を めております は で

という すら あまり られて

いない でした その のガイドラ

インを し へと するに って

います その が の な を

に を し また

２

２

１ ２

３

１

２．政府等 取組の

① 環境会計 普及状況

② 環境会計普及 関 政府方針

③ 環境会計 策定 経緯

の

に する

ガイドライン の

500
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計士協会 共同研究 実施 実務家・

専門家 幅広 意見 頂戴 、現在

検討 重 。

環境省 想定 環境会

計 枠組 「財務 ー 」 貨

幣単位 部分 、環境 ー

物量単位 部分 体系

的 認識 、可能 限 定量的 測定 、伝達

仕組 。特徴的 点 、

注目 、物量 環境保全効果、

貨幣単位 効果 経済効果 把握 、

対効果 体系 非常 重視

。

他、外部公表 念頭 置 ー

用意 、事業者 内部 利用

（内部機能） 、 結果 外

部 公表 （外部機能） 本

立 点 我 国 環境会計 発達

特徴 。

今後、想定 環境経営 流 、環

境白書 、環境経営 質 図

次第 変化 、 変化

考 。現在 時点

ー 、

環境問題 認識 、 年代以降急速

高 指摘 。

例 認証取得事業所数 、

日本 世界 、 年以降急速

増 、現在 万件 超 。同様 我

国 年代後半 、環境報告書

徐々 発行 、 環境会計

同 導入企業 出 。 後、

経営判断 役立 、外部 方

、環境効率性 追求 、研

究 。

金融市場 反応 、我 国

盛 声 、

等 代表 環境配慮 視点

投資信託 登場 ー

北米 、 （社会的責任投資） 盛

。 投資

企業評価多様化 流 中 、 環境情

報 開示 ー ー 、将来、環境淘汰、

一般 市場 中 製品 企業 選別

時代 、 来 考

。

現在、政府方針 見 課題 、大

点 集約 。 規制改革推進

年計画 、環境会計 、環境 ー

指標 盛 込 環境報告書 、

一層 普及促進、比較可能性 確保 信頼

性 確保 課題 指摘 。

、自主的 参加 環境報

告書登録 仕組 環境省 検討

。

国際動向 調和 、世界的 、

国連 持続可能開発部（ ） 専門家会

合 、 ー 会計 近 体系

研究 、 ー 公表

。 環境省 、専門家会合

参加 、 検討 寄与 、 ー

日本語版 公表 予定 。

研究成果 ー 、内部的 活用手法

今後研究 考

。 、専門家会合 國部先生 ー

先生 参加 。

、 地域 環境会計 普及

、日本 役割 考

、 関西研究 ー ー ー

との を するなど

の いご も しつつ まで

を ねてきております

のガイドラインで している

の みは パフォ マンス という

でとらえられる と パフォ マ

ンスという でとらえられる を

に し な り に し

する みです な は コストだけに

するのではなく である

の である を し いわ

ゆるコスト の を に している

ところにあります

この を に いたフォ マッ

トを しており の で してい

ただく のみならず その を

に していただく という

てになっている も が で が

してきた です

される の れですが

によれば の が のように

に してきており さらに していく

だろうと えております がどの にあ

たるかはいろいろなケ スがあるでしょうが

への は やはり

に まってきているということが できます

えば の なども

が でトップですが に

え は を えています に

が では になって が

に されるようになり さらに

も じく が てきております その

にも ち の にもわかりやす

いということで の なども

されてきているようです

の についても が ではそれ

ほど んではないという がありますが エコ

ファンド に される の による

が してきておりますがヨ ロッパ

や では がより

んになってきています こうした における

の れの では やはり

の がキ ワ ドであり

すなわち の の で や が さ

れる が やって るのではないかと えて

おります

に る としては きく

に されます これも か

では だけでなく パフォ

マンス を り んだ について

の の および

の という を されております こ

れにつきましては な による

の みについて で してい

るところです

との ですが にみますと

の の

で マテリアルフロ コスト に い

が されており ワ クブックも されて

おります これまでも が に

して その に しており ワ クブッ

クの をまもなく する です こ

れらの をベ スに な

についても していきたいと えていま

す なお には やワグナ

も していらっしゃいます

また アジア へも を させる

ことが の ではないかと えておりま

すが センタ がコ ディネ

２

２

１

３ ３３．今後 課題の

① 企業 環境経営 変化

② 政府方針 課題

③ 国際動向 調和

の の

にみる

との
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ト オフィスとなり アジア

ネットワ ク が

に されています こうしたネットワ クと

して やオ ストラリアなどとともに

アジア での の を って

いるところです では や で

に の が であるように いてお

りますので の え についても どんど

ん を めていただくようにしていきたいと

っております

いずれにしても はまだまだ

であり の などに べれば

な や を することが な

ですが に との を しつ

つ の を っていきたいと えて

おります

・ 、 太平洋環境管理会

計 ー （ ） 年 月

創設 。 ー

協力 韓国 ー 、

太平洋地域 環境会計 普及 図

。昨今 、韓国 中国 非常

環境会計 研究 熱心 聞

、日本 考 方 、

理解 進

思 。

、環境会計 発展途

上 、通常 財務会計 比 、厳

密 基準 測定手法 精緻化 困難

状況 、常 国際動向 調和 意識

、一層 普及促進 図 考

。

EMAN AP－ ９2001
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日本公認会計士協会 取 組の り み
関西研究 ー主任研究員 公認会計士

日本公認会計士協会 経営研究調査会 環境会計専門部会 委員
センタIGES

梨 岡 英理子

環境省 他政府 取 組 比 知

、日本公認会計士協会 研究

環境会計 報告 思

。

、日本公認会計士協会 組織

申 、公認会計士 業務 行

必 登録 団体 。

中 、研究調査 行 調査会

、 経営研究調査会 環境 関

問題 担当 。経営研究調査会 、現在

問題別 環境会計専門部会、環境監査専門部会、

排出量取引専門部会 分 。

会計士協会経営研究調査会 年 設置 、

年 部会 前身 環境監査小

委員会 設立 。 後 年 部会、

年 専門部会 拡大 、構成 ー 増

。 年環境省

等 出 時期 環境会計専門部会 環境

監査専門部会 分 、人員 倍増

。 年 排出量取引専門部会 新設

。 部会 研究成果 研究報告 公

表 。排出量取引専門部会

報告 出 、他

部会 研究報告 出 。

環境監査専門部会 「環境報告書保証業務 現

状 課題」 環境報告書 保証 対 研究報

告 出 、 今回 報告対象 研究報告

「環境会計計算書体系 確立 向 」 環境会

計専門部会 昨年 月 公表 。

研究報告 、経営研究調査会研

究報告一覧：

参照 。

、研究報告「環境会計計算書体系

確立 向 」 説明

。 、 研究報告 全文 手元資料

、後程 読 理解

思 。

、会計士協会 「環境会計計算書」

新 用語（概念） 提案 。

従来 環境会計 、具体的 作成基準 開示基

準 、企業 自主的 取 組 基

、自由 表現 尊重

。 、先程 沢味 説明

環境報告書 作成 企

業 社 、國部先生 説明

、 企業 環境会計

導入 現状 、自主的 表現 重

視 外部公表用 会計 利

用 難 懸念 発生

。 、新 環境会計 会計 体系

見直 、 構築 必要

、環境会計計算書

概念 提言 。

環境問題 公認会計士協会 役割

、会計士 会計分野 職業専門家

、会計分野 環境保全 取 組 必要

性 挙 。従来 財務会計

、企業 経営成績、財政状態、

ー 情報 市場 提供 、適正 企

その の り みに べてあまり ら

れていない が しておりま

す についてご させていただきたいと

います

まず とはどういう な

のかと しますと が を うにあ

たって ず しなければならない です こ

の には を うための がいくつ

かあり そのうち が に する

を しています は

に

の つに かれています

は に され

にこの つの の となる

が されました その に

に へと し メンバ を

やしていきました のガイドライン

が はじめた には と

の つに かれ が しまし

た には が されま

した これら の は として

されております はできた

ばかりなので は ておりませんが の つ

の はいくつかの を しております

では の

と など の に する

を し また の となる

の に けて は

から に されております

これらの については

をご ください

それでは の

に けて ついてご させていただきま

す なお この の は にあ

りますので お みいただければより

しやすいかと います

まず では と

いう しい を しております

の は な や

がないため の な り みに づ

くものであり な を してまいりま

した しかしながら の さんのご

にもありましたように を する

は になり のご にあり

ましたように そのほとんどの が

を するという では な を

しすぎることは の としては

が しくなるのではないかという が

します そこで たに を の

として す また する があるのでは

ないかというところから とい

う を するものです

はじめに と の で

すが というのは の

であり でも に り む

があることが げられます の

は の キャッシュフ

ロ をあらわす を に し な

１．

２．

日本公認会計士協会 環境関連 活動

「環境会計計算書体系 確立 向 」構想

における の

の に けて

について
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② 環境保全 企業評価

の

からみた
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業評価 行 基礎情報 。

既存 ー 、環境保全 観点

企業 評価 想定 。

環境保全 視点 企業 評価

、新 会計 枠組 必要 。

環境会計 。

環境保全活動 企業 自主的 取

組 、 経営 取 入

「環境経営」 呼 。具体的 企

業 環境保全 最大限 配慮 、事業活動

通 持続可能 社会 構築 貢献 経営

。環境経営 実践 持続可能

社会 貢献 、同時 企業 持続可能

社会 構築 必要 。

、企業 環境経営 度合 評価 社

会的 動 出 。企業 社会

環境 活動 始 。日

本 ー ・ 、

始 、 大

動 、 傾向 今後確実

強 思 。

環境経営度 測 非常 問

題 。現在、日経新聞 日経環境経営度調査

等 企業環境経営 評価

、 独自 ー

調査等 。 ー 調査

、答 方、表現 、結果 変

。 、質問 解釈等

相違 、企業 評価結果 変

問題点 。

、環境経営度 適切 評価 可能

要件 何 考 。 評価 前提

情報 整備 。 次 点 必

要 。 、一般 公正・妥当 認

基準 確立、次 評価対象 情報

信頼性 確保、 点 必須

思 。

、環境会計 果 役割 、

環境会計情報 、環境経営度 評価

中核情報 。各評価

機関 独自 ー 調査 膨大

社会的 無駄遣 。独自

ー 調査 、基礎的 ー

、 確保 、評価

、 後独自 評価 ー

調査等 行 。

基礎 ー 、環境会計情報

考 。

現行 環境会計 振 返 、

情報内容 不足 。 、企業

分析 行 、環境報告書 見開 ー

収 情報量 、企業評価

言 、 難 言

。 、環境会計 具体的 作成基準、

開示基準等 定 、同 勘定

科目 使 企業 内容 異

。 、 細目 、

定義 分類 問題 。

、今後 環境会計 方向性

、 、現在 環境保全 等 、

企業 事例 増 、共通化

基準 統一 行 動

進 。 、 分

野 、特 環境保全効果、環境指

標 領域 。

、各社 創意工夫 妨 進 状

況 。

状況 中 、 、環境会計計算

書体系 提言 。基本 、

企業 環境経営度 評価 、現在 環境

会計 含 包括的 環境会計

情報 提供 計算書 体系 、構築

考 。

、現在広 行 環境省環

境会計 対立 、

包括 大 概念 考

。 、計算書体系 、

環境情報 記載 複数 報告書

環境会計体系 想定 。

、今回会計士協会 検討 環

境会計計算書体系 、外部報告 限

、 、 人 読 使

設定 、 盛 込

を うための となるものです

しかしこれら のデ タは の

から を することは しておりません

そこで の から を するため

の たな の みが になります そ

れが です

というのは の な り

みであり これを に り れることを

と んでおります には

が に の をし を

じて な の に する で

す を することによって

な に し にその が と

なる システムの が になります こ

のため の の いを する

な きが てきております と が

についてともに を めております

ではソ シャル インベストメント エコファ

ンドが まっておりますが まだそれほど き

な きではありませんが この は

に まるだろうと われます

をどのように るのかが に

です の

いくつか の をしているもの

がありますが そのほとんどが のアンケ

ト によるものです アンケ ト とい

うのは え によって が わっ

てくることがあります また の の

によって の が わるなどの

があります

そこで の な を とす

る は かと えました それは の

となる の です これには の が

となります まず に と め

られる の に となる の

の この が のものになると

われます

そこで が たすべき ですが

というのは を す

るための となるべきものです

が にアンケ ト をすることは

な コストの いでしょう のア

ンケ ト をしなくても なデ タが

そろっていれば まずそちらを し を

し その の をするためのインタビュ

を うだけですむことになります その

ための デ タとなるものが

であると えます

ここで の を り ってみますと

が しています というのは

を うにあたり の き ペ

ジに まるような で ができる

かと うと それはやはり しいと わざるを

えません また の な

が まっていませんので じ

を っても により が なることが

あります また どのような があるのか

や の があります

このため の の としまし

ては まず ある コスト は か

なり が を やされているため

できるところから の を おうという

きが んでおります しかし そうではない

もまだまだあり に

などはこれからの です これらについて

は の を げないで むという

になっています

このような の で まず

を しました コンセプトとして

の を するため の

ガイドラインを むより な

を する の として する

ことを えております

これは く われております

ガイドラインと するものではなく

それを したさらに きな のものを え

ております また というのは さ

まざまな が された の か

らなる を しております

また で しております

は に っておりま

すが さらに これをどのような が んで

うのかを しなければ そこに り むべき

③ 環境経営度 評価 環境会計 役割

④ 環境会計 進 方向性

⑤ 環境会計計算書体系

を するための の

が むべき

のコンセプト

２

２

２
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必要 情報 出 。 読者 絞

込 。 読 理解

、情報 必要 人 、必要

情報 読 取 目指

。

、分析 堪 詳細 情報 開示

、数値 加工 、多様 読 方

可能 、 同業 企業間、同一企業 経

年比較 可能 、現在 確保

比較可能性 確保

可能 。 、数値 算出

基準 明確化 統一的 開示様式 必

要 。

環境会計計算書体系 具体的 内容

現在検討中 。 現在検討

例 挙 。基本的 貨幣情報 物量情報

両方 含 、 、 ー情報

情報 含 。貨幣情報 ー情

報 例 、環境保全 、

現在環境省 基 公表

環境会計 該当 。物量情報

ー情報 、 情報 、午後 ー

ー 会計情報

考 。

貨幣情報 情報 、環境資産・

環境負債 概念、物量情報 情報

土壌汚染等 。

、例 温室効果 物量 ー

、 ー 排出量取引 財

務 ー 会計的 結 付 、

分析 可能 考 。

、 重要 会計方針――

財務会計 使 用語 、主 ー

基準 算出 、利用者 正

ー 理解 前提情報 開示

必要 。

環境会計計算書体系 環境報告書

関係 、 環境会計情報 環境報告書

一部 構成 大事 情報 、一方

取 出 使 独立 体系

考 。

先程企業評価 行 必要条件 、基

準 確立 情報 信頼性確保 点 申 上

。 「基準 確立」 、例 現在

環境省 測定基準

差額 原則 、何 差額

等 具体的記載 、 恣意性 高

。 基準 整備 早急 必要

思 。

次 「情報 信頼性 確保」 、

環境会計報告 経営者 作成 第一義的

責任者 経営者 。 経営者 、

信頼 足 言明 必要

。次 情報 信頼性 保証 仕組

整備、例 情報 取 出 、企業 内部

統制 整備 、有効 運用

保証 、 外部 第三者

検証 行 。 現在、第三者検証

等 進 、

、 、会計士

協会 環境監査専門部会 検討 進

。 、情報 信頼性 高

、 外部 第三者 検証（保証）

水準 高 必要 考

。

研究報告 中間報告 、環境会計

計算書 大枠 概念 提案

、具体的 計算書 計算書体系

含 等 現在議論

。 実務 進捗動向 見 、

体系 必要 構築 、

、 具体的 問題点 順次解決

必要 考 。

今回、 最初 企業 環境経営度 評価

何 必要 考 、環境会計計算書体

系 提言 。 中間報

告 、続 報告 出 予定 。今回、

会計 面 見 環境会計 、概要 説

明 。報告全文 方 読

幸 。

な が てきません そこで を り

みました だれが んでもすぐに できる

というものより を とする が

な を み ることができることを して

おります

つまり に えうる な を さ

れれば を することで な み

が とり また の の

が となれば なかなか しに

くいといわれております を する

ことが となります そのため の

を することと な が

となります

の な について

は です そこで されている

を げます には と

の を み また それぞれのフロ と

ストック を みます のフロ

の としては コストがあり これ

は のガイドラインに づいて さ

れています に します の

フロ としては や のテ

マであるマテリアルフロ コスト など

が えられます

のストック として

の のストック とし

ては です これらがそれぞればらば

らにではなく えば ガスの デ

タが エネルギ コストや などの

デ タと に び くことにより さま

ざまな が となるように えております

また これにプラスして な こ

れは で う ですが なデ タが

どういう で されたかなど が

しくデ タを するための も す

ることが となります

これら と との

は もちろん は の

を する な ですが でそれ

だけを り しても える した として

えております

を うための として

の と の の を し げま

した まず の ですが えば の

ガイドラインでのべられている で

は が ですが をもって とするのか

について がなく かなり が

くなっています これら の も に

と われます

に の の についてですが

は が しますので

な は です まずは が これは

するに るものであることを する が

あります に の を する みの

えば を り すために の

のシステムが され に されてい

ることが され それをもとに の に

よる が われます これは

というかたちで められておりますが こちら

もまだいろいろ ばらつきがありまして

でも で が められてい

るところです ただ の を めるため

には やはり の による の

を める があるのではないかと えてお

ります

この はまだ であり

という の を させていただいた

だけで にどのような が

に まれるのか については しておりま

す さまざまな の を ながら どの

ような が かというのを していき ま

た その な について してい

くことが であると えております

まず に が を され

るためには が かを え

を させていただきました こちらは

ですので けて が る です

の から た について をご

させていただきました の をお み

いただければ いです

⑥ 環境会計計算書体系 内容の
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企業評価 行 必要条件

今後 課題

を うための

の
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